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応募様式Ａ［分野１、２］ 
(記載例) 

 
提出日：令和８年 月 日 

 
※本様式は、地域産業クラスター計画の企業リスト作成、計画内容の精査及び必要な伴走

支援の検討に使用します。売上高、取引額、投資額等の個社情報は、原則として公表し
ません。 

※金額は税抜で記載してください。売上高・仕入高等は直近決算期ベースを基本としま
す。算出が難しい項目は概算で差し支えありません。 

 
１ 応募区分【必須】 

該当する分野を選択してください。 

応募する分野 
 分野１ 海洋関連産業分野 
☐ 分野２ 紙・素材関連産業分野 
※両分野への応募も可能です。 

 
２ 企業情報【必須】 

各項目を記載してください。 

企業名 
株式会社えひめマリン 
 

法人番号 １２３４５６７８９０１２３ 

本社所在地 

〒７９０ー８５７０ 

愛媛県今治市一番町四丁目４番地２ 
 

県内事業所所在地 

〒 
本社と同じ 
 
※本社と異なる場合、又は県内で新設・拡充を予定する場合に記載 

代表者職・氏名 
代表取締役 島並 一二三 
 

主な業種・事業概
要 

舶用機器及び船舶向け金属加工部品の製造。 
船舶向け配管ユニット、艤装品及び精密加工部品の設計・製造を
行っており、県内外の造船会社へ製品を供給している。 

 

従業員数 全体 １２０人(うち県内 １００人) 

ホームページ URL https://www.ehime-marin.co.jp 

 
３ 担当者情報【必須】 

各項目を記載してください。 

所属・職名 
経営企画部 部長 
 

氏名 
島並 四五六 
 

電話番号 ０８９ー９１２ー１０００ 

メールアドレス ehimecluster@ehime-marin.co.jp 

 
 
 

海洋関連産業 その１ 経済分野 
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４ 対象分野における事業内容・企業の強み【必須】 
各項目を記載してください。 

主な製品・技術・
サービス 

対象分野に関係する主な製品、技術、サービスを記載してください。 

船舶向け配管ユニット、精密加工部品及び艤装品を製造してい
る。 
高精度加工技術を活用し、LNG燃料船やメタノール燃料船など環
境対応船向け部材の製造にも取り組んでいる。 
 
 
 
 
 

県内での事業活動 

県内で行っている製造、研究開発、設備、事業拠点、今後の拠点新設・拡充予定等を記
載してください。 
今治市の本社工場において、製造・組立・品質管理を実施してい
る。 
令和９年度には、五軸加工機等の導入による設備更新を予定して
おり、生産能力及び品質の向上を図る。 
 
 
 
 

市場ニーズ・県外
需要 

対象市場、国内シェア、県外・海外取引、今後の需要獲得見込み等を記載して
ください。 

売上の約 70％が県外造船会社向けである。 
世界的な環境対応船の需要拡大を踏まえ、今後も県外・海外向け
需要の増加を見込んでいる。 
 
 
 
 
 

企業の強み・競争
優位性 

技術、品質、認証、知財、設備、人材、取引先、実績等の強みを記載してくだ
さい。 

・多品種少量生産への対応力 
・高精度加工技術 

・ISO9001認証取得 
・県内外大手造船会社との継続取引 
・短納期対応 
 
 
 

サプライチェー

ン・バリューチェ
ーン上の役割 

川上・川中・川下のどの機能を担うか、発注側・受注側・連携先としての立ち
位置を記載してください。 
船舶メーター向け一次サプライヤーとして舶用部品を供給してい
る。 
加工・表面処理等について、県内企業と連携しており、県内サプ

ライチェーンの一翼を担っている。 
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５ 取引状況【必須】 
各項目を記載してください。 

項目 
金額(税抜) 
※概算可 

主な内容・取引先の属性 備考 

売上高 
3,500百万円 造船会社、舶用機器メー

カー 
直近決算 

うち県外・海外売上高 2,450百万円 県外造船会社向けが中心 約 70% 

仕入高 1,650百万円 鋼材、機械部品等  

うち県内仕入高 900百万円 県内加工業者、材料商社 約 55% 

県内企業等との主な取
引・連携 

― 
 
 
 

 

県内加工企業への外注、
共同開発、大学との技術
連携 
 

 

 
 
 
 

 

※直近決算期ベースを基本とし、算出が難しい項目は概算で差し支えありません。 
県外・海外売上高は、愛媛県外又は海外の企業・顧客等への販売額を指します。県
内仕入高は、愛媛県内企業等からの仕入・外注・調達額を指します。 

 
６ 今後の事業計画・投資計画【任意】 

概ね５年間に予定又は検討している取組があれば記載してください。 
検討中のものや最終投資判断に至っていない段階の事業(投資)計画でも差し支えあり

ません。 
【取組区分例】設備投資、研究開発、試作・評価、ＤＸ・ＧＸ、省力化・自動化、 

品質管理、保守管理、居住環境・福利厚生施設等、人材育成、 
販路開拓、共同開発・共同受注など 

年度・ 
時期 

取組区分 内容 実施場所 
概算額 
(百万円) 

期待される効果 

R9 
 
 

設備投資 
 
 

五軸加工機導入 
 
 

今治市 
 
 

120 
 
 

生産能力向上、
短期納化 
 

R9～R10 研究開発 環境対応船向け部
材開発 
 

今治市 40 新市場への参入 

R10 DX 生産管理システム

更新 
 

今治市 30 生産性向上 

R10～
R11 

GX 省エネ設備導入 今治市 60 エネルギーコス
ト削減 
 

R11 販路開拓 海外展示会出展 国内・海
外 
 

10 海外販路拡大 

R12 居住環境 外国人従業員向け
寮の整備 

 

今治市 70 人材定着 

※記載欄が不足する場合は、行を追加するか別紙を添付してください。 
※投資額は概算値で差し支えありませんが、導入予定の設備の概要、投資目的、期待され

る効果等、投資内容が分かるよう記載してください。 
※段階的な投資の場合は、各段階の内容と事業(投資)計画の全体像を記載してください。 
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７ 地域内への波及効果【必須】 
各項目について、記載してください。 

現時点での見込みや想定でも差し支えありません。 

県内企業等への発
注・仕入・調達拡
大の見込み 

県内企業等との取引拡大、共同開発・共同受注、県内調達の拡大見込み等を記
載してください。 

加工、表面処理、資材調達等について県内企業への発注を拡大す
るとともに、新たな協力企業の開拓を進める。 
 

県外・海外需要の
獲得見込み 

県外・海外向け売上、国内上位シェア、販路拡大、新市場開拓等の見込みを記
載してください。 

環境対応船向け製品の受注拡大により、県外・海外売上の増加を
図る。 
 

付加価値向上・生
産性向上の見込み 

売上拡大、収益力向上、省人化、品質向上、コスト低減、製品高付加価値化等
を記載してください。 

設備投資及び DXにより生産性を向上させるとともに、高付加価値
製品の比率を高め、収益力向上を目指す。 
 

人材確保・育成・
定着の取組 

採用、研修、リスキリング、技能継承、若年人材・外国人材・デジタル人材等
に関する取組を記載してください。 

新卒・中途採用を継続するとともに、技能継承教育、デジタル人
材育成、資格取得支援を実施する。 
 

 
８ 行政・支援機関等に求める支援、事業実施上の課題【任意】 

該当する事項があれば、記載してください。 

支援ニーズ・課題 

支援制度、補助金、融資、技術相談、専門家派遣、マッチング、販路開拓、人
材確保、インフラ、規制・制度面の課題等について記載してください。 

設備投資に係る支援制度、販路開拓支援、専門家による技術相
談、県内企業とのマッチング支援、人材確保支援を希望する。 
 

 
９ 公表・情報共有に関する確認【必須】 

以下の内容を確認の上、全ての項目にチェックしてください。 
 応募企業が県により計画推進の核となる企業として選定され、当該企業を含む地域
産業クラスター計画が国により決定された場合、企業名が内閣官房ホームページで公
表される予定であること。 

 売上高、取引額、投資額、個別の取引先、未公表の技術・事業計画等の個社情報
は、応募企業の同意がある場合を除き、原則として公表されないこと。 

 計画策定、国との協議及び県、市町、支援機関等による伴走支援の検討に必要な範
囲で、応募内容が関係機関に共有される場合があること。 

 応募された事業(投資)計画の全てが地域産業クラスター計画に位置付けられるもの
ではないこと。 

 県による企業の選定後、当該企業を含む地域産業クラスター計画が国により決定さ
れることをもって、計画への位置付けが確定すること。 

 本応募又は計画への位置付けにより、国又は県の支援施策の採択又は活用が確約さ
れるものではないこと。 

 必要に応じて、県からの追加確認、ヒアリング及び計画期間中の進捗確認に協力す
ること。 

 
10 添付書類【必須】 

以下の書類を添付し、該当欄にチェックしてください。 
 直近１期分の決算書【必須】 
 会社案内・パンフレット等【必須】 
 応募内容を補足する資料(投資計画、事業計画書、製品・技術資料等) 【必須】 


